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事業の総合評価

事業内容及び評価結果が適当であると判断。

＜船舶建造等整備事業評価委員会（第三者委員会）の意見・反映内容＞
新規事業化については、妥当である。

総事業費 （億円） 約９億円

　（３）主たる効果の抽出
整備しようとする小型測量船は、海上保安業務の遂行に必要な速力、航続距離、海洋調査能力等を有し
ていることから、港湾及び周辺海域における海洋調査体制の強化を図ることができる。

２０年

本事業に関連する事業 老朽小型測量船の解役

事業の効果分析

　（２）事業の効果

①小型測量船整備の必要性
　（１）海上の安全確保、海洋権益の確保、海洋資源の開発・利用といった様々な目的のため測量船が
　　実施している海洋調査の重要性は、わが国の管轄海域や新たな海洋資源の開発・利用等への関心
　　の高まりとともに、一層増大しており、より広範囲かつ正確な海洋調査の実施が求められている。

　（２）また、オリンピック・パラリンピックの開催に伴い東京湾内の船舶交通がより一層輻輳することが
　　懸念されることから、海上交通安全対策の強化を図るため、海図等の改訂・作成のための調査を
　　進める必要があり、海洋調査体制の強化を図る必要がある。

②小型測量船整備の緊急性
　被代替船は、建造から２０年以上が経過しているため、調査能力が低下しているほか、船底破口や
主機関等の故障が頻発し、稼働率の低下に至るなど、業務に支障が生じている状況にある。

　（１）必要性・緊急性

本事業で小型測量船を整備することにより期待される、業務上の主な効果は以下のとおり。

①旧船型比３．５倍となる水深７００mまでの海域にて、面的な海洋調査能力を得ることができる。
　　浅海用マルチビーム測深機・中浅海用マルチビーム測深機
②旧船型５．５倍となる水深４００mまでの海域にて、海潮流の速さと方向測定が可能となる。
　　浅海用多層音波流速計・中浅海用多層音波流速計
③港域内で多数停泊する船舶の直下などにおいても海底異物調査が可能となり、隙のない海上警備
　に寄与できる。
　　インターフェロメトリー測深機
④詳細な水質調査能力及び海洋汚染調査能力を得ることができる。
　　多成分水質計、採泥器等
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小型測量船 （ＨＳ型）１隻の建造及び就役



【小型測量船（ＨＳ型）】

【小型測量船の老朽化状況】

　　　　　　　　　　　　　

排気管
（アルミ及びゴム部）の腐食

船尾甲板の腐食

機関室外板の腐食・破口

船底外板の腐食・破口

上甲板の腐食・破口

電気配線等の腐食

船尾管腐食船底外板の腐食・破口


